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ページで公開し，その利用を促している。さ
らに，犯罪被害者等から関係機関・団体の窓
口に，その機関・団体で実施している支援以
外の問合せが寄せられた場合には，その窓口
から，法テラス・サポートダイヤル（コール
センター）や全国の地方事務所を紹介しても
らい，コールセンター等において，犯罪被害
者等の問合せの内容に応じて適切な支援窓口
や犯罪被害者支援の経験や理解のある弁護士
の紹介などを行っている。
また，弁護士会との連携・協力の下，国選
被害者参加弁護士制度等の説明会や，意見交
換会，犯罪被害者支援の経験を積んだ弁護士
を講師とする事例検討会を実施している。

⑾　学校における相談対応能力の向上等
【施策番号202】

P90【施策番号167】参照

⑿　虐待を受けた子どもの保護等に携わ
る者の研修の充実

【施策番号203】
厚生労働省において，児童虐待問題や非
行・暴力などの思春期問題に対応する第一線
の専門的援助者の研修を行う「日本虐待・思
春期問題情報研修センター（子どもの虹情報
研修センター）」において，児童相談所，児
童福祉施設，市町村職員，保健機関などの職
員を対象とする各種の専門研修に対する支援
を行い，これら職員の資質の向上を図ってい
る。

⒀　民間の団体の研修に対する支援
【施策番号204】

警察・法務省・厚生労働省・国土交通省に
おいて，研修に関する講師派遣や会場の借上
げなどの支援を行っている（P103【施策番
号206】，P104【施策番号207】参照）。

	3	 民間の団体に対する援助（基本法第22条関係）

⑴　民間の団体への支援の充実
【施策番号205】

ア　内閣府において，民間の団体による犯罪
被害者支援募金（仮称）の創設に関し，犯
罪被害者支援基金（仮称）創設の機運を醸
成するよう，犯罪被害者支援団体が犯罪被
害者週間に集中的に行う募金活動につい
て，活動の日時や場所に関する情報を地方
公共団体等に提供したりするなどの協力を
行った。

また，金融庁において設置した「振り込
め詐欺救済法に定める預保納付金を巡る諸
課題に関するプロジェクトチーム」に内閣
府もメンバーとして参加し，預保納付金を
用いた犯罪被害者等の支援事業について，
平成24年度からの事業開始に協力した
（P29【相談先整理番号50】，下記コラム11
「預保納付金を用いた犯罪被害者等の支援
事業について」参照）。

▶ 預保納付金を用いた犯罪被害者等の支援事業について

振り込め詐欺救済法に基づく預保納付金（※1）を用いた犯罪被害者等の支援事業では，①
犯罪被害者等の子供に対する奨学金貸与，②犯罪被害者等支援団体に対する助成を実施してお
り，「公益財団法人　日本財団」を当該事業の担い手として，平成24年12月18日から，両事業
が開始されました。

コラム11
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ここでは，犯罪被害者等支援団体に対する団体助成事業の制度概要及び支援実績の一部を紹
介します。
※1　�振り込め詐欺救済法の被害者救済手続を経ても，被害者からの返金申請がなされなかった等の理由

により，被害者にお返しすることができなかった残金で，預金保険機構に納付されている金銭を指
します。

1．犯罪被害者等支援団体に対する団体助成制度の概要
犯罪被害者等の支援ニーズは多岐にわたるため，実際の支援においては，国のみならず，被

害者支援のノウハウが蓄積されている民間の犯罪被害者等支援団体による迅速かつ柔軟で，継
続的な支援活動が必要です。
犯罪被害者等支援団体が行う支援の内容は，行政主導の公的な支援ばかりではなく，病院等

への付添いや自宅訪問など多岐にわたりますが，犯罪被害者等支援団体は非営利団体であるた
め，財政基盤が脆弱になりがちです。当該団体助成制度は，そのような財政基盤が脆弱なため
に犯罪被害者等支援を十分に行うことができない団体を中心に助成を行うものです。

2．支援実績の紹介
ここでは，当該事業に係る支援実績の一部を紹介します。

＜事例1＞
事業名：�①犯罪被害者支援チャリティ音楽祭の開催�

②�犯罪被害者支援なでしこチャリティマッチの開催
団体名：公益社団法人みえ犯罪被害者総合支援センター
事業費総額：�①6,710,000円�

②6,770,000円
助成金額　：�①3,750,000円�

②5,840,000円
目的：
当該事業は，悲惨な事件事故に遭われた犯罪被害者や遺族，家族等に対しての支援活動

や心の癒しを与え，社会全体の被害者支援意識の高揚を図り，ひいては安全で安心な街づ
くりを目指すものである。
また，これからの時代を担う高校生やスポーツ関係者を中心とした若い世代に，広く犯

罪被害者支援の重要性を理解してもらうとともに，地域の企業，団体，マスコミ等賛同す
る団体との連携を深め，寄与文化を醸成することを目的とする。

⑴　犯罪被害者支援チャリティ音楽祭
事業内容：
ア．日時
平成26年1月4日（土）
午後6時00分から午後9時00分までの間

イ．場所
東京芸術劇場　コンサートホール
（収容人数約2,000人）

ウ．主催等
主催：�公益社団法人みえ犯罪被害者総合支援センター�

（犯罪被害者支援チャリティ音楽祭実行委員会）
共催：公益社団法人千葉犯罪被害者支援センター

チャリティ音楽祭
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後援：�三重県，千葉県，三重県警察，千葉県警察，三重テレビ放送，千葉テレビ
放送，認定特定非営利活動法人全国被害者支援ネットワーク

エ．内容
同音楽祭では，高校生による吹奏楽ジョイント・コンサート
・千葉県柏市立柏高等学校吹奏楽部　　　240人
・東海大学附属高輪台高等学校吹奏楽部　140人
・三重県立白子高等学校吹奏楽部　　　　100人
を中心として，会場ロビーにおいて公益社団法人みえ犯罪被害者総合支援センター
の広報啓発等を行った。

事業成果：
ア．事業を実施して生じた社会的変化
○メディアによる広報啓発（実施前）
各種テレビ・ラジオ放送，新聞記事等を通じて犯罪被害者等の現状，支援の必
要性及び音楽祭の開催趣旨等を訴えたことにより，告知日以降（10月～）は「公
益社団法人みえ犯罪被害者総合支援センター」への問合わせや相談，メール等が
増加するなど社会的な被害者支援への認知度が徐々に高まってきた。
○社会的な反響等（実施後）
音楽祭当日は，熱心にセンターのパンフレットに見入る人や，終了後には

「もっともっと被害者支援を知らしめるべき」，「こういうイベントは，もっとア
ピールすべき，入場料をもっと高くすべき」など多くの来場者から貴重な意見を
頂くとともに，現場取材を受けたメディア（三重テレビ，新聞等）からは，「こ
のような素晴らしいイベントは是非とも継続開催すべきだ」等と高く評価された。
○出演者からの意見・反響等（実施後）
音楽祭に参加した高校生からは，「犯罪被害支援について，これからも勉強し
ていきたい，大人になったら必ず犯罪被害者支援に関わりたい」，「他高校とコラ
ボ演奏ができて感動した」など多くの貴重な意見が寄せられたほか，「来年も被
害者支援のために公演したい」等の積極的な意見が多く，理解促進に寄与できた
と思料する。

⑵�　犯罪被害者支援なでしこチャリティマッチ
の開催
事業内容：
ア．日時
平成25年11月16日（土）
午後1時30分から午後4時00分までの間

イ．場所
三重県内上野運動公園競技場

ウ．主催等
主催：公益社団法人みえ犯罪被害者総合支援センター
共催：特定非営利活動法人伊賀FCくノー・伊賀市サッカー協会
後援：�三重県，三重県警察，伊賀市，伊賀市教育委員会，公益社団法人サポート

センターあいち，一般社団法人三重県サッカー協会，三重テレビ放送
エ．内容
同チャリティマッチは，なでしこ女子サッカーリーグに参画する「伊賀フット
ボールクラブくノー」と「日テレ・ベレーザ」による
①少年少女サッカー教室　180人

チャリティマッチ
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②伊賀FCくノーエキシビジョン
③シンガーソングライター「三浦祐太朗」スペシャルライブ
④「伊賀FCくノー」と「日テレ・ベレーザ」による親善マッチ
を中心として，会場ロビーにおいて公益社団法人みえ犯罪被害者総合支援センター
の広報啓発等を行った。

事業成果：
ア．事業を実施して生じた社会的変化
○メディアによる広報啓発（実施前）
各種テレビ・ラジオ放送，新聞記事等を通じて犯罪被害者等の現状，支援の
必要性及びチャリティマッチの開催趣旨等を訴えたことにより，告知日以降
（9月～）は「公益社団法人みえ犯罪被害者総合支援センター」への問合わせや
相談，メール等が増加するなど社会的な被害者支援への認知度が徐々に高まって
きた。
○社会的な反響等（実施後）
チャリティマッチ当日は，熱心にセンターのチラシ等に見入る人や，終了後に
は「もっともっと被害者支援を知らしめるべき」，「こういうイベントは，もっと
アピールすべき」など多くの来場者から貴重な意見を頂くとともに，現場取材を
受けたメディア（三重テレビ，中日新聞等）からは，「このような素晴らしいイ
ベントは是非とも継続開催すべきだ」等と高く評価された。
○出演者からの意見・反響等（実施後）
チャリティマッチに参加した出演者からは，「犯罪被害支援について，これか
らも協力していきたい」など多くの意見が寄せられ，理解を深めることができた
と思料する。

＜事例2＞
事業名：東日本大震災による縮小した財政の再建
団体名：①いわて被害者支援センター

②みやぎ被害者支援センター
事業費総額：①1,570,000円

②3,720,000円
助成金額　：①1,570,000円

②3,720,000円
事業内容：�東日本大震災の被災地において，犯罪被害者等に対する支援事業を適切に継続

するため，震災により減収した会費の補てんを行った。

3．助成金に関する相談先
公益財団法人　日本財団
公益ボランティア支援グループ　預保納付金事業チーム
電話番号：03-6229-5161


